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ウクライナ危機で不透明感高まるタイのサービス輸出回復 

 

        公益財団法人  国際通貨研究所  

        経済調査部 研究員 小宮 佳菜  

 

足元、アジア各国で水際対策の緩和が進んでいる。タイでは、3月にインドとの商用

フライトの運航を再開したほか、マレーシアとは空路を対象に、ワクチン接種を条件に

隔離なしでの入国を互いに認める「ワクチントラベルレーン（VTL）」の導入を決定し

た。また、政府は 7 月にはコロナ関連規制を全面解除し、エンデミック1への移行を目

指しており、4月には、ワクチン接種済みの渡航者に対して隔離なしでの入国を許可す

る「テスト・アンド・ゴー制度」について、渡航前 PCR検査を不要にするなど、段階的

に規制緩和を進めている。 

タイの観光収入はコロナ禍前の 2019 年には対 GDP 比 11％（観光が多くを占めるサ

ービス輸出は同 17％）と世界的にみて高水準である。昨年以降、東南アジア諸国連合

（ASEAN）諸国の経済は回復傾向にあるものの、その中でタイ経済はサービス輸出の

低迷から相対的に回復が遅れており（図 1）、入国規制緩和の動きがタイの観光業と景

気の回復に繋がることが期待されている。 

図 1：実質財・サービス輸出の推移 

 

 
1 ある感染症が、特定の地域などで普段から継続的に発生すること。 
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（注）2021年10-12月期の財・サービス輸出はそれぞれ16,600億バーツ、1,576億バーツ。
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 タイの海外観光客数の推移をみると、2019 年の 4,000 万人からコロナ禍の影響で、

2020年は 670万人、2021 年は 40万人と落ち込み、観光収入も大幅に減少した（図 2）。

政府は経済への影響を考慮し、昨年 11 月からワクチン接種済みの海外観光客の受入を

本格的に再開したものの、年末以降のオミクロン株の流行などを受け、11月以降の観光

客数は月平均 15万人程度と、コロナ禍前の同 300 万人と比べて、戻りは鈍い。 

 国・地域別にみると、コロナ禍前に観光客の中心であった中国（2019 年のシェア：約

3 割）をはじめとするアジア諸国が、新型コロナウイルスの感染再拡大やこれに伴う厳

しい水際対策の影響で伸び悩む中、欧州が全体の 7 割を占めている（図 3）。直近 2022

年 2月は、ロシアが国別で最も多く、全体の 12％を占めた。一方、ASEANの中でタイ

と同様に GDP に占める観光収入の割合が高いマレーシアやシンガポールでは、コロナ

禍以降2もロシア人観光客の割合は 1％に満たない。 

 

図 2：海外観光客数の推移 図 3：直近の海外観光客数の推移 

  

 

こうした中、ウクライナ危機によるタイ観光業へのマイナスの影響が懸念される。2

月末のロシアによるウクライナ侵攻を受け、ロシア発着の航空便でキャンセルが相次い

でいるほか、一部クレジットカード会社はロシアで発行されたカードの決済を停止して

おり、今後はロシア人観光客の減少が予想される。タイ財務省は 2022 年に見込んでい

たロシア人観光客 45万人が渡航を取り止めた場合、360 億バーツ（GDP比 0.2％）の観

光収入が消失すると推定している。 

 先行き、周辺アジア諸国からの観光客は、各国における水際対策緩和に伴い緩やかに

回復する可能性はあるものの、中国については、依然として帰国時の隔離検疫措置が厳

しいことから、回復にはまだ時間がかかるとみられる。さらに、ロシアによるウクライ

ナ侵攻と対露制裁の影響で、欧州経済の減速やエネルギー分野を中心に世界的なインフ

レ率の高止まりが実質所得の減少を招くことにより、広範な国・地域からの観光客の減

少に繋がる懸念もある。ウクライナ危機は、観光を中心とするサービス輸出の低迷が長

 
2 マレーシアは 2021 年 9 月時点、シンガポールは 2022年 1月時点。 
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期化することでタイ経済の回復をさらに遅らせる可能性が高いとみられ当面は注意が

必要である。 
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